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自治体事業（予防、検診、病診連携）に関する指標の作成と検討 

島上哲朗、金沢大学 医薬保健研究域医学系 消化器内科学 准教授 

 

研究要旨：近年の劇的な抗ウイルス療法の進歩により、B型肝炎ウイルス（以下HBV）やC型肝炎ウイルス

（以下HCV）の感染制御は以前より容易に得られるようになった。そのため、肝炎ウイルス検診の受検率を

高め、肝炎ウイルス感染者を発見し、肝疾患専門医療機関で抗ウイルス療法を行うことが、肝硬変・肝がん

による肝疾患関連死を抑制するために重要である。これまでの肝炎対策における各種実態調査から、肝炎

ウイルス検診の受検率、肝炎ウイルス陽性者のフォローアップ、肝炎医療コーディネーターの養成と適正

配置など、様々な課題が指摘されている。良質な肝炎医療の提供を行うには、自治体、肝疾患診療連携

拠点病院（拠点病院）、肝疾患専門医療機関（専門医療機関）、かかりつけ医が効率的に連携を図る必要

があるが、自治体、特に都道府県の果たす役割は極めて大きい。都道府県毎に肝炎対策の取り組みは異

なっているが、全国の中での各都道府県の肝炎対策の現状を評価し、各都道府県の取り組みの改善・促

進に活用される目標となる指標を設定することが重要である。先行研究班では、平成30年度、計19個の自

治体事業指標（検診関連7、フォローアップ関連3、施策関連9）を作成し、平成29年度～R2年度の各年度

の指標値を都道府県毎に算出してきた。今年度は、新たに令和4年度分の指標の算出を行うと共に、平成

29年度からR4年度の6年度分の指標値の推移と令和4年度の指標間の相関を評価した。肝炎ウイルス検

査受検率（健康増進事業）、肝炎ウイルス検査実施市町村の割合が、解析期間中、令和2年度に初めて前

年度と比べ有意に低下した。肝炎ウイルス検査実施市町村の割合は、令和3年度以降は、令和1年のレベ

ルに復していた。しかし、健康増進事業よる肝炎ウイルス検査の受検率は、平成29年度との比較でも減少

傾向を示し、令和4年度は前年度比べて有意に低下した。粗肝がん罹患率と粗肝がん死亡率は、解析期

間中減少傾向を示した。フォローアップに関する指標に関しては、初回精密検査費用助成受給率は低下

傾向を示した。さらに肝炎医療コーディネーター率は、拠点病院、専門医療機関、市町村、保健所いずれ

も平成29年度と比べて有意に増加した。さらに令和4年度のデータを用いて、指標間の相関を解析したとこ

ろ、肝がん粗死亡率は、特定感染症検査等事業による肝炎ウイルス検査受検率、肝がん罹患率、定期検

査費用助成受給率、累積・新規肝炎医療コーディネーター養成率と有意な正の相関を、C型肝炎患者に

対するインターフェロンフリー治療費用助成受給率と有意な負の相関を示した。今後も継続的に自治体事

業指標を評価し、各都道府県へフィードバックすることで、自治体事業指標が、都道府県毎の肝炎対策の

取り組みの改善・促進に活用され、良質な肝炎医療が全国に均てん化される事が期待される。 

 

A. 研究目的 

近年、B型肝炎ウイルスやC型肝炎ウイルスの複

製を強力に抑制する抗ウイルス薬が多数実用化さ

れ、ウイルスの感染コントロールが以前より容易に
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行えるようになった。そのため、肝炎ウイルス検診

の受検率を高め、肝炎ウイルス感染者を発見し、

肝疾患専門医療機関で抗ウイルス療法を行うこと

が、肝硬変・肝がんによる肝疾患関連死を抑制す

る為には極めて重要である。 

これら一連の肝炎対策における各種実態調査

から、肝炎ウイルス検診の受検率、肝炎ウイルス陽

性者のフォローアップ、肝炎医療コーディネーター

の養成と適正配置など、様々な課題が指摘されて

いる。良質な肝炎医療の提供を行うには、自治

体、肝疾患診療連携拠点病院、肝疾患専門医療

機関、かかりつけ医が効率的に連携を図る必要が

ある。これらの中でも自治体、特に都道府県は、各

種肝炎対策の立案、疾患の啓発、肝炎ウイルス検

診受検の促進、検査費用や治療費助成制度の周

知と実施、肝炎医療コーディネーターの養成や適

正配置、肝炎に対する各種目標値の設定など求

められている役割は極めて大きい。都道府県毎に

肝炎医療に関する環境は異なっており、単純に肝

炎対策を比較することは困難である。しかし、全国

の中での各都道府県の肝炎対策の現状を評価

し、その取り組みの改善・促進に活用される目標と

なる指標を設定することが重要と考えられた。先行

研究班（指標班）では、平成 30 年度、計 19 個の

自治体事業指標（検診関連 7、フォローアップ関連

3、施策関連 9）を作成した。これまで、この 19 個

の自治体事業指標を、平成 29 年度～R3 年度の

5年度分を算出してきた。今年度は、新たに令和 4

年度分の指標の算出を行うと共に、平成 29 年度

から令和 4年度（データが得られなかった一部の

指標を除く）の 6 年度分の指標の推移と令和 4年

度の指標間の相関を評価した。これらの解析結果

が、各自治体（都道府県）の肝炎対策の取り組み

の改善・促進に利用されることで、良質な肝炎医療

が全国に均てん化される事が期待される。 

 

B. 研究方法 

計 19 指標を以下のデータソースを用いて算出

した。 

� 各年度肝炎対策に関する調査（厚生労働省 

健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室

調べ） 

� 各年度肝炎ウイルス検査受検者数（特定感染

症検査等事業）：「特定感染症検査等事業実

績報告」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対

策課 肝炎対策推進室調べ） 

� 各年度肝炎ウイルス検診受検者数（健康増進

事業）：「地域保健・健康増進事業報告 （健康

増進編）」（政府統計） 

� 各年度医療費助成対象者数：「各年度肝炎医

療費支払状況等調」（厚生労働省健康局が

ん・疾病対策課肝炎対策推進室調べ） 

� 各年度医療費助成対象者数：「各年度肝炎医

療費支払状況等調」（厚生労働省健康局が

ん・疾病対策課肝炎対策推進室調べ） 

� 都道府県別治療患者数：肝炎等克服政策研

究事業「肝炎ウイルス感染状況の把握及び肝

炎ウイルス排除への方策に資する疫学研究」

（研究代表者 田中純子）令和 2年度報告書 

� 各年度都道府県別人口：「人口推計」（政

府統計） 

� 各年度肝がんの罹患数：国立がん研究センタ

ーがん情報サービス「がん登録・統計」（全国

がん登録） 

� 各年度肝がん死亡者数：国立がん研究センタ

ーがん情報サービス「がん登録・統計」（人口

動態統計） 

� 各年度市町村数：e-stat 
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また令和3年度の指標値間の相関係数を算出

し、有意性を検証した。 

P値が0．05未満を有意と判定した。各図のP値の

詳細は以下の通りである。 

* P<0.05, ** P<0.01, *** P<0.001, **** 

P<0.0001 

（倫理面への配慮） 

本研究のデータソースは個人情報をあつかって

いないため、特に倫理面の配慮は必要ないと考え

られる。  

 

C. 研究結果 

 以下に各指標の内容、指標値を示す。グラフのプ

ロットは、各都道府県の指標値を示す。 

1） 自治体検診 1. 肝炎ウイルス検査実施市町村

の割合（健康増進事業分） 

 

 

2） 自治体検診 2. 40歳以上人口 10万人あたりの

肝炎ウイルス検査受検率（健康増進事業分、

HBs抗原検査） 

 

 

3） 自治体検診 3. 成人人口 10 万人あたりの肝炎

ウイルス検査受検率（特定感染症検査等事業

分、ＨＢｓ抗原検査） 

 

 

4） 自治体検診 4. 成人人口 10 万人あたりの肝が

ん粗罹患率（左）、年齢調整罹患率（右） 
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5） 自治体検診 5. 成人人口 10万人あたりの肝が

ん粗死亡率（左）、年齢調死亡率（右） 

 

 

6） 自治体検診 6. Ｂ型肝炎核酸アナログ製剤治

療助成受給率 

 

 

7） 自治体検診 8. C型肝炎インターフェロンフリー

製剤治療助成受給率 

 

 

8） 自治体フォローアップ1. 成人 10万人あたり初

回精密検査費用助成制度受給率 

 

 

9） 自治体フォローアップ 2. フォローアップ事業

実施市町村の割合 
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10） 自治体フォローアップ3. 成人 10万人あたり定

期検査費用助成制度受給率 

 

 

11） 自治体施策 1. 肝炎対策にかかる計画・数値

目標設定の有無 

Year 
計画 数値目標 

有 無 有 無 

2017 47 0 42 5 

2018 47 0 42 5 

2019 47 0 43 4 

2020 47 0 44 3 

2021 47 0 44 3 

2022 47 0 44 3 

 

12） 自治体施策 2. 肝炎対策協議会の開催の有無 

Year 有  無 

2017 47  0 

2018 47  0 

2019 36  11 

2020 35  12 

2021 40  7 

2022 46  1 

 

13） 自治体施策3、4. 成人 10万にあたりの肝炎医

療コーディネーター養成人数 累積（左）、新

規（右） 

 

 

14） 自治体施策 5. 肝炎医療コーディネーター資

格更新の有無 

Year 有 無 

2017 16 31 

2018 21 26 

2019 23 24 

2020 25 22 

2021 26 21 

2022 26 21 

 

15） 自治体施策 6. 肝炎医療コーディネーター配

置状況（拠点病院） 
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16） 自治体施策 7. 肝炎医療コーディネーター配

置状況（専門医療機関） 

 

 

17） 自治体施策 8. 肝炎医療コーディネーター配

置状況（保健所） 

 

18） 自治体施策 9. 肝炎医療コーディネーター配

置状況（市町村） 

 

令和4年度（粗罹患率に関しては令和1年度）のデ

ータを用いて、2021年度（令和3年度）の肝がん粗

死亡率と各指標の相関係数を算出し、さらに有意

性を検証した。 
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（相関係数を示した。有意な相関を認めた場合は、

黄色とした。） 

肝がん粗死亡率は、特定感染症検査等事業に

よる肝炎ウイルス検査受検率、肝がん粗・年齢と油

性罹患率、定期検査費用助成受給率、累積・新規

の肝炎医療コーディネーター養成率と有意な正の

相関を、C型肝炎に対するインターフェロンフリー治

療費用助成受給率と有意な負の相関を示した。 

 

D. 考察 

これまで19の自治体事業指標を、平成29年度

～令和2年度（データが得られなかった一部指標

を除く）の3年分算出してきた。今年度は、新たに

令和3年度分の指標の算出を行うと共に、平成29

年度からR4年度の指標の推移と令和4年度の指標

間の相関を評価した。 

肝炎ウイルス検査受検率（健康増進事業、）、肝

炎ウイルス検査実施市町村の割合が、解析期間

中、令和2年度に初めて前年度と比べ有意に低下

した。肝炎ウイルス検査実施市町村の割合は、令

和3年度以降は、令和1年のレベルに復していた。

しかし、健康増進事業よる肝炎ウイルス検査の受

検率は、平成29年度との比較でも減少傾向を示

し、令和4年度は前年度に比べて有意に低下し

た。肝炎治療費助成受給率は、B型肝炎患者では

令和2年度はやや低下したが、令和3年度以降は、

令和1年度の水準にまで復していた。C型肝炎患

者では著明に減少した。粗肝がん罹患率と粗肝が

ん死亡率は、解析期間中減少傾向を示した。フォ

ローアップに関する指標に関しては、初回精密検

査費用助成受給率は低下傾向を示し、自治体に

よる肝炎ウイルス検査用者のフォローアップ率と定

期検査費用助成受給率は不変であった。令和4年

度、全ての都道府県が、肝炎対策に関しての計画

を策定し、そのうち94%の都道府県が具体的な数

値目標を策定していた。肝炎対策協議会の開催

は、令和4年度は、1都道府県のみ未開催であっ

た。肝炎医療コーディネーター養成率は、累積、

拠点病院、専門医療機関、市町村、保健所、いず

れにおいても平成29年度と比べて令和4年度は有

意に増加した。これらの結果は、肝炎医療コーディ

ネーターの養成や配置が順調に進んでいることを

反映していると考えられる。 

令和2年度の肝炎ウイルス検査受検率（健康増

進事業）、肝炎ウイルス検査実施市町村の割合

が、令和1年度に比べて低下していたことは、

COVID19パンデミックによる影響を受けていると考

えられた。しかし、肝炎ウイルス検査実施市町村の

割合は、COVID-19パンデミック前の水準に復した

が、肝炎ウイルス検査受検率は復していない。また

肝炎対策協議会の開催は、令和4年度は1都道府

県のみ未開催であり、COVID-19パンデミック前の

水準に復しつつある。 

我々は、令和1年度のデータを用いて、肝がん

粗死亡率と、各指標の相関を解析した。その結

果、肝がん粗死亡率は、特定感染症検査等事業

による肝炎ウイルス検査受検率、肝がん粗罹患

率、定期検査費用助成受給率、累積・新規の肝炎

医療コーディネーター養成率と有意な正の相関
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を、C型肝炎に対するインターフェロンフリー治療

費用助成受給率と有意な負の相関を示した

Shimakami T and Kanto T et al. J Gastroenterol, 

2023）。今回、令和4年度のデータを用いて各指標

の相関を検証したところ、令和1年度と同様に、肝

がん粗死亡率は、特定感染症検査等事業による

肝炎ウイルス検査受検率、肝がん粗罹患率、定期

検査費用助成受給率、累積・新規の肝炎医療コー

ディネーター養成率と有意な正の相関を、C型肝

炎に対するインターフェロンフリー治療費用助成受

給率と有意な負の相関を示した。粗肝がん死亡率

と肝炎ウイルス検査受検率、定期検査費用助成受

給率、肝炎医療コーディネーター養成率の正の相

関は、肝がん死亡率の高い都道府県の積極的な

肝炎対策を示していると考えられた。また、粗肝が

ん死亡率とC型肝炎インターフェロンフリー治療助

成受給率の負の相関は、肝がん死亡率の高い都

道府県の積極的な肝炎対策（インターフェロンフリ

ー治療の導入）の結果を反映していると考えられ

た。 

 

E. 結論 

 今回、6 年分の指標の推移と令和 4年度の肝が

ん粗死亡率とその他の指標間の相関を評価した。

今後も継続的に自治体事業指標を評価し、各都

道府県へフィードバックすることで、自治体事業指

標が、都道府県毎の肝炎対策の取り組みの改善・

促進に活用され、良質な肝炎医療が全国に均て

ん化される事が期待される。 
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